
機密性2

(別紙様式第4）

在職中に再就職の約束をした場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項関連）

最高裁判所事務総長 殿

住所■■■
氏 名 小笠原 晶

電話番号■■■

｜
’

’

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項の規定により，
次のとおり届け出ます。

（ふ り が な）1 おがさわらあき

小笠原 晶名氏

’

2 生 年 月

画
■
一

少年首席書記官職3 官

令和6年3月l1日

4 約 束 前 の 求 職 開 始 日

(口約束前の求職開始日がなかった場合）

令和6年3月28日5 再就職の約束をした日

6 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容

在職期間 職務内容所属・官職

名古屋家裁少年首席書記官

日

日
１

１
３

月
月

４
３

年
年

５
６

和
和

今
祠
今
祠

自
至 少年書記官事務の一般執務

の指導監督

自
至

年
年

月
月

■
■
一
面
■
一

自
至

月
月

年
年

日
日

白
ロ
奉
圭

白
ロ
奉
圭

年
年

年
年

月
月

月
月

｜
■
画
一
面
■
一

｜
■
画
一
面
■
一

7 離 職 予 定 日 令和6年3月31日

8 再 就 職 予 定 日 令和6年4月3日

再就職先の名称：学校法人清光学園
9 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先:’ ’



機密性2

10 再 就 職 先 の 業 務 内 容 学生相談

11 再就職先における地位
非常勤職員

12 求 職 の 承 認 の 有 無 ■無口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第1
0

6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職
／7~、

口有 ■無

14裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容については，約束前の求
職開始日がなかった場合には，再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職
務内容を記載すること。



●
機密性2

（別紙様式第2）

在職中に再就職の約束をした場合の届出
（裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項関連）

’
最商裁判所事務総長 殿

住所｜
氏 名 火ノ川 忠

電話番号’

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項の規定により，
次のとおり届け出ます。

1 （ ふ り が な）

氏 躬

2 生 年 月 日

3 官 職

ただし）

忠
(ひのかわ

火ノ川

東京地方裁判所 民事首席書記官

年 月 日

（図約束前の求職開始日がなかった場合）
4 約 束 前 の 求 職 開 始日

5 再就職の約束をした日

6 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

日
日

８
１

２
３

月
月

２
３

年
年

６
６

和
和

〈
祠
〈
、

自
至

東京地方裁判所

民事首席書記官
民事首席書記官事務民事首席書記官事務

年
年

自
至

月
月

■
■
一
百
口
一

年
年

自
至

月
月

■
且

盲
旦

年
年

ロ
ロ
奉
奎

月
月

日
一

■!

■

令和 6年 3月 31日7 離 職 予 定 日

令和 6年 4月 1日8 再 就 職 予 定 日

再就職先の名称： 一般財団法人 法曹会

9 再就職先の名称及び連絡先
再就職先の連絡先



機密性2

法曹専門誌の刊行、法曹会館の運営等1(）再就職先の業務内容

庄事l1再就職先における地位

12求 職 の 承 認 の 有 無 口有 図無

13裁半ll所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 田無

14裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

■上記援助がなかった場合）

’
｜

’
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容については，約束前の求
職開始日がなかった場合には，再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職
務内容を記載すること。



機密性2

(別紙様式第4）

在職中に再就職の約束をした場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項関連）

大阪高等裁判所長官 殿

住所｜
氏 名 伴 知寿子

電話番号｜
裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項の規定により，

次のとおり届け出ます。

（ふ り が な）1 (ばん ちずこ）

伴 知寿子名氏

2 生 年 月 日

職 総括企画官3 官

令和6年5月8日

4 約 束 前 の 求 職 開 始日

(口約束前の求職開始日がなかった場合）

令和6年6月3日5 再就職の約束をした日

6 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容

在職期間 職務内容所属・官職

日

日
１

８
３

月
月

５
７

年
年

６
６

和
和

〈
祠
〈
祠

自
至

事務局事務の合理化・標準化、

組織見直し等に伴う施設整備、

事務官の育成

大阪高等裁判所

総括企画官

自
至

年
年

月
月

面
■
一
面
■
一

年
年

自
至

月
月

｜
■
■
一
百
■
一

自
至

自
至

年
年

年
年

月
月

月
月

■
■
一
面
■
一

■
■
一
面
■
一

令和6年7月31日7 離 職 予 定 日

8 再 就 職 予 定 日 令和6年8月1日



機密性2

再就職先の名称：株式会社大八木建設

9 再就職先の名称及び連絡先 再就職先の連絡先

10再 就 職 先 の 業 務 内 容 住宅新築工事・リフォームエ事営業補助

11再就職先における地位 パート社員

口有の 有 無 ■無12 求 職 の 承 認

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 ■無

14裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（■上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容については，約束前の求
職開始日がなかった場合には，再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職
務内容を記載すること。



機密性2

(別紙様式第4）

在職中に再就職の約束をした場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項関連）

『

（ 仔 命 権 者 ） 殿

住 所

氏 名

電話悉号

裁判所職員臨時措置法において準用する|到家公務員法第106条の23第1項の規定によ
り，次のとおり届けli催す．

（－片、 し） が な）1
〃
ｍ
－
ｕ
Ｈ

｢呼
上 里

年 月

１
．
１

Ｊ
一
・

リ
｝

･姦判 所ｲﾑｰ惨

毬･押 し年 9 月 ／ヲ Ⅲ

職3 宮

l 約 束 前0）求 職 開 始 日
(口約束前の求聯開始nがなかった場合）

5 再就恥ひ)約 収をしたil /2､和 も年 // 11 7II

(｝約,1<前リルk職開始I1以後u)" Iiとして(ﾉ)在職状況及び職務内容

職務内秤nJ職期|H1所屈・;R."

白/駐獅 6 年31l /WII

主/堂わ 7年｡j 1l "H

侭蝿j足ﾉｷ揮瞳

激,利が豚苅'fji/Wﾀ廓"1FWW
侭蝿挫ﾉｷ揮瞳
激,*:l "豚淋'fJMFi/ﾀ廓H1FWW

離拘訊判町
人＃均 ・紙ｷ‘|叩越 吟陳）

ｌ
ｌ

ｌ
ｊ

年

年

Ｈ
Ｈ

日
‘韮

年

ｲｷ

、、

土

Ｍ
Ｈ

Ｈ
Ｈ

作
’

年

H

M

Ⅱ
日

目
士

心和 7 年 jlj ノノII
J41

KL7 雛 職 r′ |’

戸上・

ﾒヒ 冷沖 7年 ヂ11 /H8 向 就 職 1 卜’

円就嚇牝的総称:竪瀦恥wぅﾋｧｸ,二.，
9 再就職先の名称災び連絡

:’ ’再就職先Lﾉ)連絡先



機密性2

10再就職先 の 業務 内 容 汁柔排泳 健鼻識鈎 健_犀抱擁卦

準舜崖昨（恥初11再就職先における地位

認 の 有12求 職 の 承 無 口有 唱無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第1
06条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就
職の援助の有無

画無口有

14裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

■上記援助がなかった場合）

「鬘駒着;氏名望"窯 ．…
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 口のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容については，約束前の求
職開始日がなかった場合には，再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職
務内容を記載すること。



機密性2

(別紙様式第4）

在職中に再就職の約束をした場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項関連）

’
最高裁判所事務総長 殿

’住 所

氏 名 田 島 祐 亮

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項の規定により，
次のとおり届け出ます。

（ふ り が な）1 たじま

田 島

ゆうすけ

祐 亮名氏

｜ ’2 生 年 月

■■一

首席家庭裁判所調査官職3 官

令和6年11月9日

4 約 束 前 の 求 職 開 始日

(口約束前の求職開始日がなかった場合）

令和7年2月18日5 再就職の約束をした日

6 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

日
日

９
１

月
３

１
月

１
３

年
年

６
７

和
和

〈
祠
〈
祠

自
至 人事事務等首席家庭裁判所調査官

酉
口
奉
エ

年
年

月
月

面
■
一
面
■
一

自
至

年
年

月
月

■
■
一
百
■
一

自
至

年
年

月
月

日

盲
■
ｰ

7 離 職 予 定 日 令和7年3月31日

令和7年4月1日8 再 就 職 予 定

目

再就職先の名称：株式会社PDS総合研究所
9 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先:’



機密性2

10再 就 職 先 の 業 務 内 容 心理検査開発、企業研修等

11 再就職先における地位
社員

の 有 無 口有 図無12 求 職 の 承 認

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の

援助の有無
口有 田無

14裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

■上記援助がなかった場合）

「{農勤蕎;氏籍豊ば鳥;！ ※…
(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容については，約束前の求
職開始日がなかった場合には，再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職
務内容を記載すること。



●
機密性2

（別紙様式第2）

在職中に再就職の約束をした場合の
（裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106

令和6年3月21日

最高裁判所事務総長 殿

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準川する国家公務員法第106条の23第1項の規定により，
次のとおり届けH1ます。

（ふ り が な）

１

名氏

2 生 年 月 日

3 官 職 調査向

令和5年12月20p

4 約 束前の 求職開始H
(口約束前の求職開始日がなかった場合）

令和6年2月2H5 再就職の約束をした日

6 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

’

目
至

白
口
苓
エ

年
年

H

月

日
Ｈ

自
至

年
年

月
月

日

日

自
至

年
年

月

月

日
ロ

7 離 職 予 定 日 令和6年3月31H

令和6年5月1日8 再 就 職 予 定 日

名称:’
9 再就職先の名称及び連絡先

連絡先:’



機密性2

１
１

10再 就職 先 の 業務 内容

11再就職先における地位

図無口有12求 職 の 承 認 の 有 無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 田無

14裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(図上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）

1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。 ，
2 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容については，約束前の求
職開始日がなかった場合には，再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職
務内容を記載すること。



機密性2

(別紙様式第4）

在職中に再就職の約束をした場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項関連）

令和6年5月20日

（任 命 権 者 ） 殿

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項の規定により，
次のとおり届け出ます。

（ふ り が な）1

名氏

|

'

2 生 年 月 日

裁判所事務官職3 官

2024年3月26日

4 約 束 前 の 求 職 開 始日

(口約束前の求職開始日がなかった場合）

2024年5月14日5 再就職の約束をした日

6 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

自
至 ｜ ’

I

’

自
至

年
年

月
月

面
■
一
面
■
一

年
年

自
至

月
月

■
■
一
百
■
一

自
至

年
年

月
月

日
日

7 離 職 予 定 日 2024年7月31日

8 再 就 職 予 定 日 2024年8月1日

再就職先の名称：

9 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先:’



機密性2

10 再 就 職 先 の 業 務 内 容

｜

’11再就職先における地位

図無12 求 職 の 承 認 の 有 無 口有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

田無口有

14裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定す
る組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(口上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）

1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容については，約束前の求職
開始日がなかった場合には，再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職務内
容を記載すること。



機密性2

(別紙様式第4）

在職中に再就職の約束をした場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項関連）

令和 6 年 7 月 5 日

（任 命 権 者 ） 殿

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項の規定により，
次のとおり届け出ます。

（ふ り が な）1

氏 名

2 生 年 ‘ 月

｜■■一

－－裁判所事務官職3 官

令和 6 年 2 月 13 日

（口約束前の求職開始日がなかった場合）

4 約 束 前 の 求 職 開 始日

5 再就職の約束をした日 令和 6 年 6 月 4 日

6 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容

在職期間所属・官職 職務内容

自
至
自

至｜ ’ ｜｜’

年
年

自
至

月
月

画
■
一
百
■
一

自
至

年
年

月
月

日
日

7 離 職 予 定 日 令和 6 年 7 月 31日

8 再 就 職 予 定 日 令和 6 年 8 月 1 日

’再就職先の名称

9 再就職先の名称及び連絡先
再就職先の連絡先



機密性2

10再 就 職 先 の 業 務 内 容

’11再就職先における地位

12 求 職 の 承 認 の 有 無 口有 口無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 図無

14裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定す
る組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(口上記援助がなかった場合）

｜
’

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

1

｜

’

(記載上の注意）

1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容については，約束前の求職
開始日がなかった場合には，再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職務内
容を記載すること。



機密性2

(別紙様式第4）

在職中に再就職の約束をした場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項関連）

令和6 年 7 月 16 日

最高裁判所事務総長 殿

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項の規定により，
次のとおり届け出ます。

1 （ ふ り が な）

氏 名

｜
｜

’

2 生 年 月 日

3 官 職

令和6 年 1 月 19 日

（口約束前の求職開始日がなかった場合）

4 約 束 前 の 求 職 開 始日

5 再就職の約束をした日 令和6 年 6 月 17 日

6 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容

在職期間所属・官職 職務内容

l
l
l

自
至 ■’

自
至 ｜ ’

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

自
至

年
年

年
年

月
月

月
月

｜
■
■
一
百
■
一

｜
■
■
一
百
■
一

7 離 職 予 定 日

月
月

７
８

年
年

６
６

和
和

〈祠
〈祠

31日

8 再 就 職 予 定 日 11昌

再就職先の名称:ロ
”……

9 再就職先の名称及び連絡先

’



機密性2

10再 就 職 先 の 業 務 内 容

’11再就職先における地位

12求 職 の 承 認 の 有 無 口有 旧無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 ロ無

14裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(口上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容については，約束前の求
職開始日がなかった場合には，再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職
務内容を記載すること。



機密性2

(別紙様式第4）

在職中に再就職の約束をした場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項関連）

令和6年7月19日

（任 命 権 者 ） 殿

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項の規定により，
次のとおり届け出ます。

（ふ り が な）1

名氏

2 生 年 月
回

旦

裁判所事務官3 官 職

令和6年4月21日

4 約 束 前 の 求 職 開 始 日

(口約束前の求職開始日がなかった場合）

5 再就職の約束をした日 令和6年7月16日

6 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容

在職期間所属・官職 職務内容

自
至 ’’ ’

年
年

自
至

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

■
■
一
面
■
一

自
至

自
至

年
年
年
年

月
月

月
月

面
■
一
百
■
一

面
■
一
百
■
一

7 離 職 予 定 日 令和6年9月30日

8 再 就 職 予 定 日 令和6年10月1日

再就職先の名称
｜ ’

9 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先



機密性2

’10 再 就 職 先 の 業 務 内 容

’11再就職先における地位

口有 田無12 求 職 の 承 認 の 有 無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

図無口有

14裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（図上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容については，約束前の求
職開始日がなかった場合には，再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職
務内容を記載すること。



機密性2

(別紙様式第4）

在職中に再就職の約束をした場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項関連）

令和6年8月16日

（任 命 権 者 ） 殿

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項の規定により，
次のとおり届け出ます。

（ふ り が な）1

’名氏

’’2 生 年 月

■
■
一

職3 官

令和6年5月24日

4 約 束 前 の 求 職 開 始日
(口約束前の求職開始日がなかった場合）

令和6年8月9日5 再就職の約束をした日

6 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

自
至J

」 白
目
率
エ

年
年

月
月

｜
■
里

［
ロ

白
］
至

年
年

月
月

画
■
一
面
■
一

自
至

年
年

月
月

｜
■
■
‐
一
面
■
一

令和6年10月31日（もしくは11月30日で調整中）7 離 職 予 定 日

令和6年11月1日（もしくは12月1日で調整中）8 再 就 職 予 定 日

’再就職先の名称

9 再就職先の名称及び連絡先

’再就職先の連絡先

’



機密性2

’10 再 就 職 先 の 業 務 内 容

11再就職先における地位 ’

の 有 無 口有 回無12 求 職 の 承 認

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 同無

14裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(口上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する口の中にレ点を記入すること。

2 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容については，約束前の求
職開始日がなかった場合には，再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職
務内容を記載すること。



機密性2

（別紙様式第5）

変更届出 “
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項関連）

令和6年8月22日

（任 命 権 者 ） 殿

住 所

氏 名

電話番号

16日付けの裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法
3第1項の規定による届出について，次のとおり変更があったので，届け出ま

月
２

８
の

年
条

６
６

和
０

〈
祠
１

。
第
す

変 更 前
職官

変 更 後

在職期間 職務内容所属・官職

変 更 前

約束前の求職開始以後の職

員としての在職状況及び職
務内容

在職期間 職務内容所属・官職

変 更 後

令和6年10月31日変 更 前
離 職 予 定 日

令和6年11月30日変 更 後

令和6年11月1日変 更 前
定再 就 職 予

■
■
一

令和6年12月1日変 更 後

変 更 前
再就職先の名称及び連絡先

変 更 後

変 更 前
再就職先 の 業務 内容

変 更 後

変 更 前
再就職先における地位

変 更 後



機密性2

(別紙様式第4）

在職中に再就職の約束をした場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項関連）

令和6年10月2日

最高裁判所事務総長 殿

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項の規定により，
次のとおり届け出ます。

（ふ り が な）1

’名氏

’2 生 年 月
:■ロ

■
一

裁判所事務官3 官 職

令和6年8月4日

(口約束前の求職開始日がなかった場合）

4 約 束 前 の 求 職 開 始 日

令和6年9月30日5 再就職の約束をした日

6 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容所属・官職 在職期間

｜
ｉ
‐

自
至 ’

年
年

自
至

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

■
■
一
一
■
■
一

自
至

年
年

月
月

｜
■
■
一
面
■
一

令和7年3月14日7 離 職 予 定 日

令和8年4月1日8 再 就 職 予 定 日

’再就職先の名称

9 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先:■■



機密性2

｜ ’10再 就 職 先 の 業 務 内 容

11再就職先における地位

無 口有 田無12求 職 の 承 認 の 有

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 田無

14裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（図上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容については，約束前の求
職開始日がなかった場合には，再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職
務内容を記載すること。



機密性2

(別紙様式第4）

在職中に再就職の約束をした場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項関連）

令和6年10月4日

（任 命 権 者 ） 殿

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項の規定により，
次のとおり届け出ます。

（ふ り が な）

｜ ’
1

名氏

’2 生 年 月

｜■■一

’3 官 職

令和6年8月13日

(口約束前の求職開始日がなかった場合）

4 約 束 前 の 求 職 開 始 日

5 再就職の約束をした日 令和6年9月30日

6 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容

所属・官職 在職期間 職務内容

自
至 ｜

’

’
'

1 ’

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

日
日

自
至

年
年

月
月

｜
■
■
一
百
■
一

令和6年12月31日7 離 職 予 定 目

令和7年1月1日8 再 就 職 予 定 日

再就職先の名称:’
9 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先:’ ’



機密性2

’10再 就 職 先 の 業 務 内 容

11再就職先における地位

12 求 職 の 承 認 の 有 無 口有 国無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

田無口有

14裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(図上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容については，約束前の求
職開始日がなかった場合には，再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職
務内容を記載すること。



機密性2

(別紙様式第4）

在職中に再就職の約束をした場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項関連）

令和6年10月18日

最高裁判所事務総局人事局長 殿

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項の規定により，
次のとおり届け出ます。

（ふ り が な）

’
1

氏 名

’2 生 年 月 '8■
,■
I■■ョ

裁判所事務官3 官 職

令和6年 9月 12日

（口約束前の求職開始日がなかった場合）

4 約 束 前 の 求 職 開 始日

5 再就職の約束をした日 令和6年 10月 15日

6 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容

在職期間所属・官職 職務内容

’

自
至 ’

自
至

年
年

月
月

壷
■
一
面
■
一

ロ
ロ
奉
圭

年
年

月
月

画
■
一
盲
■
一

年
年

月
月

｜
■
■
一
百
■
一

目
至

定 令和6年 12月 31日7 離 職 予

■
ヨ

8 再 就 職 予 定 日 令和7年 1月 1日

’再就職先の名称

9 再就職先の名称及び連絡先

再就職先の連絡先:’



機密性2

’
10 再 就 職 先 の 業 務 内 容

11再就職先における地位

12 求 職 の 承 認 の 有 無 口有 田無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 国無

14裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

（口上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容援助の内容

’

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容については，約束前の求
職開始日がなかった場合には，再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職
務内容を記載すること。



機密性2

(別紙様式第4）

在職中に再就職の約束をした場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項関連）

2025年1月15日

（任 命 権 者 ） 殿

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項の規定により，
次のとおり届け出ます。

（ふ り が な）1

名氏

2 生 年 月 日

裁判所事務官職3 官

2024年10月1日

4 約 束 前 の 求 職 開 始日

(口約束前の求職開始日がなかった場合）

5 再就職の約束をした日 2025年1月6日

6 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

|‐

自
至
一

｜

’

自
至

年
年

月
月

一
■
■
二
一
■
■
一

自
至

年
年

月
月

■
■
一
面
■
一

自
至

年
年

月
月

面
■
一
百
■
一

7 離 職 予 定 日 2025年3月31日

8 再 就 職 予 定 日 2025年4月1日

■再就職先の名称1

9 再就職先の名称及び連絡先 I
再就職先の連絡先



機密性2

’10再 就 職 先 の 業 務 内 容

’11再就職先における地位

無 口有12求 職 の 承 認 の 有 田無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第1
0

6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職
'7~、

口有 田無

14裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(図上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容については，約束前の求
職開始日がなかった場合には，再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職
務内容を記載すること。



機密性2

(別紙様式第4）

在職中に再就職の約束をした場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項関連）

2025年2月6日

（ 任 命 権 者 ） 殿

住 所

氏 名

電話番号

裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第1()6条の23第1項の規定により，次のと
おり届け出ます。

1 （ ふ り が な）

氏 名

2 生 年 月 日

裁判所事務官3 官 職

2024年12月20日

(口約束前の求職開始日がなかった場合）

4 約 束 前 の 求 職 開 始 日

5 再就職の約束をした日 2()25年1月31日

6 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容

職務内容在職期間所属・官職

’ ’’

日
至

年
年

月
月

日
日

目
至

門
日
奉
工

年
年

月

月

日
日

年
年

月
月

日
日

目
至

2025年3月31日7 離 職 予 定 日

8 再 就 職 予 定 日 2()25年4月1日

再就職先の名称■

再就職先の連絡先：’
9 再就職先の名称及び連絡先



＝

機密性2

10再 就 職 先 の 業 務 内 容

11再就職先における地位

無12求 職 の 承 認 の 有 口有 ■無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 ■無

14裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定する組
織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(口上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

2 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容については，約束前の求職開始
日がなかった場合には，再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職務内容を記載
すること。



機密性2

(別紙様式第4）

在職中に再就職の約束をした場合の届出
(裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の23第1項関連）

h f117年311 1111

最高裁判所事務総局人事局長 殿

IIZ I11

氏 γ｜

電話番号

" 111所職員臨時拾假法において唯用するIEI家公務員法輔1 ()6={ﾉ)2 3\1項の規定により
次Iﾉ)とおしjjillけ川主十｡
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機密性2

1

110再 就 職 先 の 業 務 内容

I11再就職先における地位

12求 、職 の 承 認 の 有 無 口有 田無

13裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第10
6条の2第2項第3号に規定する組織による離職後の就職の
援助の有無

口有 田無

14裁判所職員臨時措置法において準用する国家公務員法第106条の2第2項第3号に規定
する組織による離職後の就職の援助以外の離職後の就職の援助

(因上記援助がなかった場合）

(ふ り が な）

援助者の氏名又は名称
援助の内容

(記載上の注意）
1 □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。
2 約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容については，約束前の求
職開始日がなかった場合には，再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職
務内容を記載すること。


